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株式会社 京都銀行

Ⅰ 平成２９年度中間期 決算のポイント

　１．業績の概況

【単体】 （百万円）

２９年度 ２８年度
中 間 期 前年同期比  中 間 期

業務粗利益 41,496 △ 679 42,176

資金利益 35,369 2,703 32,665

役務取引等利益 4,395 △ 108 4,503

その他業務利益 1,730 △ 3,275 5,006

うち国債等債券損益 1,755 △ 2,862 4,618

経　　費 29,356 △ 230 29,587

業務純益 12,139 △ 449 12,589

コア業務純益 10,383 2,413 7,970

臨時損益 1,373 △ 404 1,778

不良債権処理額 ① 36 △ 45 82

貸倒引当金戻入益 ② 222 △ 416 638

一般貸倒引当金戻入益 206 △ 632 838

個別貸倒引当金戻入益 16 215 △ 199

その他臨時損益 1,188 △ 33 1,221

経常利益 13,513 △ 853 14,367

特別損益 2,254 2,351 △ 97

税引前中間純利益 15,767 1,497 14,269

法人税等合計 4,336 169 4,166

中間純利益 11,431  1,328 10,103

与信関連費用　　（①－②） △ 185 371 △ 556

【連結】

親会社株主に帰属する中間純利益 11,316  714 10,602

（注）コア業務純益とは、業務純益から国債等債券損益を除いたものであります。

   平成２９年度中間期につきましては、収益の基盤となる預金・貸出金とも順調に増加し、 
とくに貸出金は５兆円を突破しました。 
 損益につきましては、資金量の増加に加え、運用利回が改善したことで、資金利益は増
加しましたが、国債等債券損益の減少等により、業務粗利益は前年同期比６億円減少の 
４１４億円となりました。 
 また、経費は改善しましたが、与信関連費用の戻入益の縮小により、経常利益は 
前年同期比８億円減少の１３５億円となりました。 
 一方、退職給付制度の変更に伴う特別利益を計上したことから、中間純利益は 
前年同期比１３億円増加の１１４億円となりました。 
  なお、親会社株主に帰属する中間純利益につきましては、前年同期比７億円増加の 

１１３億円となりました。 
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株式会社 京都銀行

２．主要勘定の状況【単体】

（１） 預金・譲渡性預金

（億円、％）
２９年９月末 ２８年９月末 ２８年９月末比

増減額 増減率
 預金（末残） 67,299 64,707 2,591 4.0
 譲渡性預金（末残） 9,329 8,711 617 7.0

 預金・譲渡性預金（末残） 76,628 73,419 3,209 4.3
 個人 44,562 42,983 1,578 3.6
 法人 22,092 20,255 1,836 9.0
 その他 9,973 10,179 △ 205 △ 2.0

 預金（平残） 66,774 64,492 2,281 3.5
 譲渡性預金（平残） 8,115 7,560 555 7.3

 預金・譲渡性預金（平残） 74,890 72,053 2,836 3.9

（注）その他＝公金＋金融機関

 

（２） 貸出金

（億円、％）
２９年９月末 ２８年９月末 ２８年９月末比

増減額 増減率
貸出金（末残） 50,798 47,436 3,362 7.0
 中小企業等貸出金 34,213 32,292 1,920 5.9
 うち中小企業向け貸出金 19,414 18,253 1,160 6.3

住宅ローン 15,819 15,123 695 4.6

貸出金（平残） 49,624 46,141 3,482 7.5

預金・譲渡性預金

  預金・譲渡性預金につきましては、引き続き個人・法人とも順調に増加し、期末残高は２８年９月末比３，２０９億円 

増加の７兆６，６２８億円となりました。なお、個人預金の期末残高は４兆４，５６２億円となっております。 

   貸出金につきましては、個人・法人向けとも積極的な対応に努めました結果、期末残高は２８年９月末比 

３，３６２億円と大きく増加し、５兆７９８億円となり、５兆円の大台を突破しました。 

 とりわけ、中小企業等貸出金残高は２８年９月末比１，９２０億円増加の３兆４，２１３億円となりました。 
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株式会社 京都銀行

（３） 有価証券

（４） 預かり資産等

< 残高 > （億円）

２９年９月末

投信＋京銀証券預かり資産残高 2,216 314 1,901

 投 資 信 託 1,890 △ 11 1,901

 京 銀 証 券 325 325 －

外 貨 預 金 138 2 136

国 債 等 853 △ 37 891

（注） 外貨預金は、個人外貨定期預金残高を記載。国債等は、個人向け残高を記載。

< 期中販売額 > （億円）
２ ９ 年 度 ２ ８ 年 度
中 間 期 中 間 期

投 資 信 託 246 55 190

 金 融 商 品 仲 介 250 211 39

 保 険 99 △ 49 149

（注）保険は、一時払の個人年金保険および終身保険の販売額合計を記載。

前年同期比

２９年３月末
２９年３月末比

  有価証券につきましては、市場動向を注視しつつ、適切な運用に努めました結果、 

評価差額を除いたベースの期末残高は２兆２，８９９億円となりました。 

   預かり資産につきましては、投信＋京銀証券預かり資産残高は２，２１６億円となりました。 

また、投資信託の期中販売額は２４６億円、保険の期中販売額は９９億円、金融商品仲介の 

期中販売額は２５０億円となりました。 

（億円、％）

２９年９月末 ２８年９月末 ２８年９月末比

増減額 増減率

有価証券（末残） 29,953 28,572 1,381 4.8

 債    券 21,253 22,517 △ 1,264 △ 5.6

 株    式 8,700 6,054 2,645 43.6

（うち評価差額） 7,053 4,732 2,321 49.0

評価差額除く有価証券（末残） 22,899 23,840 △ 940 △ 3.9

有価証券（平残） 23,349 24,559 △ 1,209 △ 4.9
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株式会社 京都銀行

３．健全性の状況

（１） 自己資本比率および繰延税金資産の状況

① 自己資本比率（国内基準）

【単体】 （億円）
２９年９月末

［速報値］

自己資本比率 11.68 % △ 0.39 % 12.07 %

自己資本 3,910 △ 37 3,947

リスクアセット等 33,472 786 32,686

【連結】 （億円）
２９年９月末

［速報値］

自己資本比率 12.08 % △ 0.41 % 12.49 %

自己資本 4,063 △ 30 4,093

リスクアセット等 33,620 843 32,777

（注）信用リスク・アセットの算出におきましては、「基礎的内部格付手法（FIRB）」を
 　　 採用しております。

＜参考＞自己資本比率（国際統一基準）

２９年９月末

［速報値］

単体総自己資本比率 20.63 % 1.37 % 19.26 %

連結総自己資本比率 20.86 % 1.33 % 19.53 %

② 繰延税金資産

【単体】 （億円）
２９年９月末

繰延税金資産 167 △ 27 195

繰延税金負債 2,138 532 1,606

ネット繰延税金資産 △ 1,971 △ 560 △ 1,411

（注） ネット繰延税金資産は、プラスの場合は（中間）貸借対照表上の「繰延税金資産」に計上し、
　     マイナスの場合は「繰延税金負債」に計上しております。

２９年３月末比

２９年３月末
２９年３月末比

２９年３月末
２９年３月末比

２９年３月末

２９年３月末
２９年３月末比

    ２９年９月末の単体自己資本比率（国内基準）は０．３９％低下し１１．６８％となりましたが、 

 引き続き高水準を維持しております。 

    なお、自己資本の構成につきましては、当行ホームページ（https://www.kyotobank.co.jp/）に 

 掲載いたします。  

    繰延税金資産から繰延税金負債を控除したネット繰延税金資産は、２９年９月末において、 

 引き続きゼロ（繰延税金負債に１，９７１億円を計上）となっております。 

a

b

a-b
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株式会社 京都銀行

（２） 不良債権の状況【単体】

金融再生法開示債権の推移

（億円）

２９年９月末

自己査定区分

破綻先及び
実質破綻先

危 険 債 権 破綻懸念先 △ △

要 管 理 債 権 △ △

開 示 債 権 合 計 △ △

開 示 債 権 比 率 △ △

△ △

開 示 債 権 比 率 △ △

＜参考＞ 信用保証協会による保証付債権を控除した場合
（億円）

２９年９月末

△ △

開 示 債 権 比 率 (注） △ △

(注) 開示債権比率＝(開示債権合計－部分直接償却額－信用保証協会保証付債権)÷(総与信－部分直接償却額)

（３） 有価証券の評価差額（含み益）【単体】

（億円）

２９年９月末

有価証券の評価差額（含み益）

 株    式

 債    券 △ △

 そ の 他 △ △ △

２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

70 1 1 69 69 

650 28 84 679 735 

4 0 2 4 6 

810 

1.41% 0.09% 0.28% 1.50% 1.69%

725 28 85 754 

＜部分直接償却実施後＞
開 示 債 権 合 計

698 23 81 721 779 

1.36% 0.07% 0.26% 1.43% 1.62%

２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

＜部分直接償却実施後＞
開 示 債 権 合 計

388 13 53 402 

1,796 2,613 5,049 4,232 

442 

0.75% 0.05% 0.17% 0.80% 0.92%

２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

4,732 

6,845 

7,053 1,739 2,321 5,314 

15 5 74 21 59 

223 62 217 285 440 

   ２９年９月末の金融再生法開示債権残高につきましては、２９年３月末比２８億円減少し、７２５億円と 

なりました。また、部分直接償却を実施した場合の開示債権残高は６９８億円、開示債権比率は２９年３月末比 

０．０７％低下し、１．３６％となりました。 

  ２９年９月末の有価証券の評価差額（含み益）は７，０５３億円となり、引き続き高水準を維持しております。 
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４．業績予想

平成２９年度の業績予想（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

【単体】 （百万円）

２９年度

（予想） ２８年度比 （実績）

業 務 純 益 22,600 903 21,697

経 常 利 益 23,800 △ 1,339 25,139

当 期 純 利 益 18,000 220 17,780

与 信 関 連 費 用 500 1,273 △ 773

【連結】 （百万円）

２９年度

（予想） ２８年度比 （実績）

18,700 99 18,601

５．中間期および期末配当金

平成２８年度 （ 実  績 ） ６円００銭

６円００銭 　 　　 ― 

（注）平成２９年度の１株当たり期末配当金につきましては、株式併合を反映した金額を記載し、

１株当たり年間配当金は単純合算ができないため「－」としております。

２８年度

２８年度

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

中 間 期 期　末 年　間

  ６円００銭 １２円００銭

平成２９年度 （ 予  定 ） ３０円００銭

 平成２９年度の業績予想につきましては、低金利の厳しい環境が続きますが、コンサルティング機能を 

発揮し、預貸金の拡大による営業基盤の拡大や預かり資産の増量、運用利回の改善などに努めることに 

より、当期純利益は当初予想通りの１８０億円を見込んでおります。 

 平成２９年度（平成３０年３月期）の配当金につきましては、中間配当は１株当たり６円とさせていただき、 
また、期末配当は平成２９年１０月１日付で株式併合したことを反映して、１株当たり３０円とさせていただく 
予定であります。 
 なお、当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合、平成２９年度の中間配当は１株当たり３０円 
となり、年間配当は１株当たり６０円となります。 
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６．収益のしくみ【単体】

＜  費   用  ＞ ＜  収   益  ＞

資金調達費用
    各種預金に対して支払う利息等

役務取引等費用
    支払為替手数料等銀行が支払う手数料

その他業務費用 （　　　６億円）      
    国債等債券の売却損等

③ その他業務利益 （　　１７億円）      

  うち国債等債券損益 （　　１７億円）（ア）

業務純益
      （オ）＝（イ）－（ウ）－（エ）

臨時費用
   不良債権処理および株式等償却に関する費用等

臨時収益
    株式等売却益等

業務純益から債券の売却損益や一般貸倒引当金繰入額等を控除した収益力を示す指標として、
実質業務純益・コア業務純益があります。

◎ 実質業務純益　１２１億円 ＝ 業務純益（オ)　１２１億円 ＋ 一般貸倒引当金繰入額（ウ)　－億円

◎ コア業務純益　１０３億円 ＝ 実質業務純益　１２１億円 － 国債等債券損益（ア)　１７億円

   ※ 国債等債券損益 … 債券売却益 ＋ 債券償還益 － 債券売却損 － 債券償還損 － 債券償却

（　　２６億円）      
資金運用収益 　（  ３８０億円）      
    事業性貸出・住宅ローン・有価証券等による
    利息収益① 資    金    利    益 （　３５３億円）      

（　　３４億円）      

役務取引等収益 　（    ７８億円）
    投資信託の販売や振込など各種サービスによ る
    受取手数料② 役務取引等利益 （　　４３億円）      

その他業務収益 　（    ２３億円）      
    外国為替売買益や債券の売却益等

一般貸倒引当金繰入額 （　　 －億円）（ウ） 業務粗利益 （ ４１４億円）（イ）

経      費 （　２９３億円）（エ）

（　１２１億円）      

（　　　６億円）      業務純益 　（ １２１億円）      

経常利益 （　１３５億円）      
　（　 ２０億円）      

特別損失 （　　　０億円）      

経常利益 　（ １３５億円）      

法人税、住民税及び事業税（　　１６億円）      

法人税等調整額 　（　　　２６億円）      

特別利益 　（     ２２億円）      

中間純利益 （　１１４億円）      

平成２９年度中間期の収益につきましては、次の “ しくみ ” により算出しております。 

① 資   金   利   益      （  ３５３億円）

② 役務取引等利益      （  　４３億円）

③ その他業務利益      （　　１７億円）
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株式会社 京都銀行

Ⅱ　平成２９年度中間期 決算の概況

１．損益状況

 【単体】 （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期
前年同期比

業務粗利益 41,496 △ 679 42,176
（除く国債等債券損益） 39,740 ） 2,182 ） 37,557 ）

資金利益 35,369 2,703 32,665
役務取引等利益 4,395 △ 108 4,503
その他業務利益 1,730 △ 3,275 5,006
（うち国債等債券損益） 1,755 ） △ 2,862 ） 4,618 ）

国内業務粗利益 39,902 △ 51 39,954
（除く国債等債券損益） 38,554 ） 2,045 ） 36,509 ）

資金利益 34,359 2,251 32,107
役務取引等利益 4,317 △ 108 4,426
その他業務利益 1,226 △ 2,194 3,420
（うち国債等債券損益） 1,348 ） △ 2,096 ） 3,445 ）

国際業務粗利益 1,593 △ 628 2,221
（除く国債等債券損益） 1,185 ） 137 ） 1,048 ）

資金利益 1,010 452 558
役務取引等利益 78 0 77
その他業務利益 504 △ 1,081 1,585
（うち国債等債券損益） 407 ） △ 765 ） 1,173 ）

経費 29,356 △ 230 29,587
人件費 15,829 △ 48 15,878
物件費 11,435 △ 105 11,541
税金 2,090 △ 76 2,166

実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 12,139 △ 449 12,589
コア業務純益（除く国債等債券損益） 10,383 2,413 7,970

①一般貸倒引当金繰入額 － － －
業務純益 12,139 △ 449 12,589

うち国債等債券損益 1,755 △ 2,862 4,618
臨時損益 1,373 △ 404 1,778

②不良債権処理額 36 △ 45 82
貸出金償却 0 △ 23 23
債権売却損 9 7 1
その他 26 △ 30 56

③貸倒引当金戻入益 222 △ 416 638
一般貸倒引当金戻入益 206 △ 632 838
個別貸倒引当金戻入益 16 215 △ 199

その他臨時損益 1,188 △ 33 1,221
経常利益 13,513 △ 853 14,367
特別損益 2,254 2,351 △ 97

固定資産処分損益 △ 31 66 △ 97
退職給付制度改定益 2,285 2,285 －

税引前中間純利益 15,767 1,497 14,269
  法人税、住民税及び事業税 1,682 △ 2,100 3,782
  法人税等調整額 2,654 2,270 384
法人税等合計 4,336 169 4,166
中間純利益 11,431 1,328 10,103

与信関連費用（①＋②－③） △ 185 371 △ 556

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社 京都銀行

【連結】
  ＜中間連結損益計算書ベース＞ （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期

前年同期比

連結粗利益 43,973 △ 336 44,309

資金利益 35,407 2,704 32,702

役務取引等利益 6,046 △ 328 6,375

その他業務利益 2,520 △ 2,712 5,232

営業経費 30,540 144 30,396

貸倒償却引当費用 48 △ 46 95

貸出金償却 4 △ 19 23

債権売却損 17 2 14

その他 26 △ 30 56

貸倒引当金戻入益 35 △ 668 704

一般貸倒引当金戻入益 252 △ 669 922

個別貸倒引当金戻入益 △ 216 1 △ 218

持分法による投資損益 △ 9 △ 9 －

その他 1,160 △ 142 1,303

経常利益 14,571 △ 1,254 15,826

特別損益 2,254 2,352 △ 98

税金等調整前中間純利益 16,825 1,097 15,727

法人税、住民税及び事業税 2,125 △ 2,109 4,235

法人税等調整額 3,023 2,585 437

法人税等合計 5,149 475 4,673

中間純利益 11,676 622 11,054

非支配株主に帰属する中間純利益 359 △ 91 451

親会社株主に帰属する中間純利益 11,316 714 10,602

（注）連結粗利益 ＝資金利益（資金運用収益－(資金調達費用－金銭の信託運用見合費用））

            　    ＋役務取引等利益(役務取引等収益－役務取引等費用）

            　    ＋その他業務利益(その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期

前年同期比

連結実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 13,433 △ 480 13,913

連結業務純益 13,433 △ 480 13,913

（注）連結業務純益 ＝連結粗利益－営業経費（臨時処理分を除く）－一般貸倒引当金繰入額

（連結包括利益） （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期

前年同期比

中間包括利益 133,668 65,959 67,708

中間純利益 11,676 622 11,054

その他の包括利益 121,991 65,337 56,654
うちその他有価証券評価差額金（変動額） 120,825 64,789 56,036

（連結対象会社数） （ 社 ）

２９年９月末 ２８年９月末

２８年９月末比

連結子会社数 8 1 7

持分法適用会社数 1 － 1

（注）連結子会社数の増加は、京銀証券株式会社であります。
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株式会社 京都銀行

２．業務純益 【単体】 （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期
前年同期比

（１）実質業務純益（一般貸倒繰入前） 12,139 △ 449 12,589
職員一人当たり（千円） 3,347 △ 161 3,509

（２）業務純益 12,139 △ 449 12,589
職員一人当たり（千円） 3,347 △ 161 3,509

(注）職員数は期中平均人員（出向者除く）を使用しております。

３．利鞘 【単体】
 ① 全 体 （％）

２９年度中間期 ２８年度中間期
前年同期比

  貸出金利回            （Ａ） 0.91 △ 0.09 1.00
  有価証券利回 1.27 0.34 0.93
  資金運用利回          （ア） 1.02 0.04 0.98
  預金等原価            （Ｂ） 0.81 △ 0.04 0.85

 預金等利回 0.03 0.00 0.03
 経  費  率 0.78 △ 0.03 0.81

  資金調達原価          （イ） 0.82 △ 0.05 0.87
  預貸利鞘      （Ａ）－（Ｂ） 0.10 △ 0.05 0.15
  総資金利鞘    （ア）－（イ） 0.20 0.09 0.11

 ② 国内部門 （％）

２９年度中間期 ２８年度中間期
前年同期比

  資金運用利回          （Ａ） 0.98 0.02 0.96
 貸出金利回 0.89 △ 0.11 1.00
 有価証券利回 1.25 0.34 0.91

  資金調達原価          （Ｂ） 0.79 △ 0.06 0.85
 預金等利回 0.01 0.00 0.01
 外部負債利回 0.23 △ 0.54 0.77

  総資金利鞘    （Ａ）－（Ｂ） 0.19 0.08 0.11

４．有価証券関係損益 【単体】 （百万円）

２９年度中間期 ２８年度中間期
前年同期比

 債券関係損益 1,755 △ 2,862 4,618
 売却益 2,280 △ 2,863 5,144
 償還益 － － －
 売却損 518 △ 7 525
 償還損 － － －
 償却 6 6 －

 株式関係損益 206 △ 270 477
 売却益 240 △ 410 651
 売却損 34 △ 139 174
 償却 － △ 0 0

○ 減損処理基準
  資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。

発行会社の区分 減損処理基準

　正常先
  時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原価に
　比べ30％以上50％未満下落したもので市場価格が一定水準
　以下で推移している場合等

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先   時価が取得原価に比べ下落

　要注意先 　時価が取得原価に比べ30％以上下落
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株式会社 京都銀行

５．有価証券の評価損益

① 有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

(参考）金銭の信託中の有価証券

運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）

② 評価損益

【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末

評価損益 評価損益

前期末比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 － － － － － － －

子会社・関係会社株式 － － － － － － －

その他有価証券 705,386 173,973 713,361 7,975 531,413 539,475 8,061

株式 684,576 179,627 685,080 503 504,948 505,789 840

債券 22,370 △ 6,204 24,964 2,594 28,575 31,541 2,965

その他 △ 1,560 549 3,316 4,877 △ 2,110 2,145 4,255

合    計 705,386 173,973 713,361 7,975 531,413 539,475 8,061

株式 684,576 179,627 685,080 503 504,948 505,789 840

債券 22,370 △ 6,204 24,964 2,594 28,575 31,541 2,965

うち変動利付国債 597 △ 463 597 － 1,060 1,060 －

その他 △ 1,560 549 3,316 4,877 △ 2,110 2,145 4,255

(注)

【連結】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末

評価損益 評価損益

前期末比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 △ 7 △ 7 － 7 － － －

その他有価証券 706,043 174,078 714,018 7,975 531,964 540,026 8,061

株式 685,233 179,733 685,736 503 505,500 506,340 840

債券 22,370 △ 6,204 24,964 2,594 28,575 31,541 2,965

その他 △ 1,560 549 3,316 4,877 △ 2,110 2,145 4,255

合    計 706,035 174,070 714,018 7,982 531,964 540,026 8,061

株式 685,233 179,733 685,736 503 505,500 506,340 840

債券 22,363 △ 6,212 24,964 2,601 28,575 31,541 2,965

うち変動利付国債 597 △ 463 597 － 1,060 1,060 －

その他 △ 1,560 549 3,316 4,877 △ 2,110 2,145 4,255

(注)

2. 変動利付国債は、市場価格により時価評価しております。

3. 平成29年9月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、491,778百万円であります。

1. 「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）貸借対照表価額と
　取得価額との差額を計上しております。

2. 変動利付国債は、市場価格により時価評価しております。

3. 平成29年9月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、491,580百万円であります。

1. 「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）連結貸借対照表価額と
　取得価額との差額を計上しております。
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６．ＲＯＥ 【単体】 （％）

２９年度中間期 ２８年度中間期

前年同期比

実質業務純益ベース（一般貸倒繰入前） 2.95 △ 0.77 3.72

業務純益ベース 2.95 △ 0.77 3.72

中間純利益ベース 2.78 △ 0.20 2.98

（注）1.分母となる株主資本平均残高は、（期首自己資本＋期末自己資本）÷２により算出しております。
      2.自己資本＝純資産の部合計－新株予約権

   実質ＲＯＥ 【単体】 （％）

２９年度中間期 ２８年度中間期

前年同期比

実質業務純益ベース（一般貸倒繰入前） 6.22 △ 0.47 6.69

業務純益ベース 6.22 △ 0.47 6.69

中間純利益ベース 5.86 0.49 5.37

（注）自己資本から評価・換算差額等合計を除いた株主資本合計平均残高を分母として算出しております。

７．店舗数【単体】 （店）
２９年９月末 ２９年３月末

２９年３月末比

京都府 111 － 111

大阪府 31 － 31

滋賀県 13 1 12

奈良県 7 － 7

兵庫県 8 － 8

愛知県 2 － 2

東京都 1 － 1

合　計 173 1 172
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Ⅲ 貸出金等の状況

１．貸倒引当金等とリスク管理債権の状況

部分直接償却 実施しておりません。

【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破綻先債権額 4,464 1,148 817 3,315 3,646

延滞債権額 67,570 △ 3,970 △ 9,212 71,540 76,783

３か月以上延滞債権額 10 10 △ 102 － 112

貸出条件緩和債権額 409 △ 69 △ 112 479 521

合  計 72,454 △ 2,881 △ 8,609 75,335 81,064

貸出金残高（末残） 5,079,826 92,846 336,226 4,986,979 4,743,600

（％）

破綻先債権額 0.08 0.02 0.01 0.06 0.07

延滞債権額 1.33 △ 0.10 △ 0.28 1.43 1.61

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.00 0.00 △ 0.01 0.00 0.01

合  計 1.42 △ 0.09 △ 0.28 1.51 1.70

（百万円）

貸倒引当金 19,029 △ 1,086 △ 2,021 20,115 21,051

一般貸倒引当金 9,597 △ 206 △ 424 9,803 10,021

個別貸倒引当金 9,432 △ 880 △ 1,597 10,312 11,030

＜参考＞ 部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権は次のとおりです。

【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破綻先債権額 2,816 379 318 2,437 2,497

延滞債権額 66,466 △ 2,688 △ 8,353 69,154 74,819

３か月以上延滞債権額 10 10 △ 102 － 112

貸出条件緩和債権額 409 △ 69 △ 112 479 521

合  計 69,702 △ 2,368 △ 8,249 72,071 77,951

貸出金残高（末残） 5,077,074 93,359 336,586 4,983,715 4,740,488

（％）

破綻先債権額 0.05 0.01 0.00 0.04 0.05

延滞債権額 1.30 △ 0.08 △ 0.27 1.38 1.57

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.00 0.00 △ 0.01 0.00 0.01

合  計 1.37 △ 0.07 △ 0.27 1.44 1.64

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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【連結】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破綻先債権額 4,607 1,129 816 3,478 3,791

延滞債権額 68,439 △ 3,829 △ 9,386 72,269 77,826

３か月以上延滞債権額 10 10 △ 102 － 112

貸出条件緩和債権額 409 △ 69 △ 112 479 522

合  計 73,467 △ 2,759 △ 8,785 76,226 82,252

貸出金残高（末残） 5,071,537 92,792 335,949 4,978,745 4,735,588

（％）

破綻先債権額 0.09 0.03 0.01 0.06 0.08

延滞債権額 1.34 △ 0.11 △ 0.30 1.45 1.64

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.00 0.00 △ 0.01 0.00 0.01

合  計 1.44 △ 0.09 △ 0.29 1.53 1.73

（百万円）

貸倒引当金 22,959 △ 966 △ 2,110 23,926 25,069

一般貸倒引当金 11,042 △ 252 △ 538 11,295 11,580

個別貸倒引当金 11,916 △ 714 △ 1,571 12,630 13,488

＜参考＞ 部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権は次のとおりです。

【連結】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破綻先債権額 2,843 357 344 2,485 2,498

延滞債権額 66,728 △ 2,622 △ 8,511 69,350 75,239

３か月以上延滞債権額 10 10 △ 102 － 112

貸出条件緩和債権額 409 △ 69 △ 112 479 522

合  計 69,991 △ 2,323 △ 8,381 72,315 78,372

貸出金残高（末残） 5,068,061 93,228 336,353 4,974,833 4,731,708

（％）

破綻先債権額 0.05 0.01 0.00 0.04 0.05

延滞債権額 1.31 △ 0.08 △ 0.28 1.39 1.59

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.00 0.00 △ 0.01 0.00 0.01

合  計 1.38 △ 0.07 △ 0.27 1.45 1.65

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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株式会社 京都銀行

２．金融再生法開示債権 【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,078 101 144 6,976 6,933

危険債権 65,070 △ 2,891 △ 8,447 67,961 73,517

要管理債権 419 △ 59 △ 214 479 634

小計（ア） 72,568 △ 2,849 △ 8,517 75,418 81,085

正常債権 5,053,724 101,856 347,020 4,951,867 4,706,703

合計 5,126,292 99,007 338,503 5,027,285 4,787,789

開示債権比率 1.41 % △ 0.09 % △ 0.28 % 1.50 % 1.69 %

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,324 614 505 3,709 3,819

危険債権 65,070 △ 2,891 △ 8,447 67,961 73,517

要管理債権 419 △ 59 △ 214 479 634

小計 69,814 △ 2,336 △ 8,156 72,150 77,971

正常債権 5,053,724 101,856 347,020 4,951,867 4,706,703

合計 5,123,538 99,520 338,863 5,024,018 4,784,675

開示債権比率 1.36 % △ 0.07 % △ 0.26 % 1.43 % 1.62 %

＜参考＞ 信用保証協会による保証付債権を控除した場合の金融再生法開示債権は次のとおりです。

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

開示債権合計 41,649 △ 1,898 △ 5,687 43,547 47,337

開示債権比率 0.81 % △ 0.05 % △ 0.17 % 0.86 % 0.98 %

38,895 △ 1,385 △ 5,327 40,280 44,222

開示債権比率 0.75 % △ 0.05 % △ 0.17 % 0.80 % 0.92 %

３．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

保全額（イ） 65,528 △ 2,690 △ 7,406 68,219 72,935

貸倒引当金 9,318 △ 882 △ 1,608 10,201 10,927

担保保証等 56,210 △ 1,808 △ 5,798 58,018 62,008

保全率（イ）／（ア） 90.2 % △ 0.2 % 0.3 % 90.4 % 89.9 %

 （平成２９年９月末) (百万円)

合       計

 貸出金等の残高（Ａ） 419 65,070 7,078 72,568

 担保等による保全額（Ｂ） 419 51,528 4,262 56,210

 信  用  額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） － 13,541 2,816 16,358

 貸倒引当金残高（Ｄ） 9 6,493 2,816 9,318

 引  当  率（Ｄ／Ｃ） － 47.9% 100.0% 56.9%

 保　全　率（Ｂ＋Ｄ）／Ａ 100.0% 89.1% 100.0% 90.2%

※要管理先債権については、全額保全されており、貸倒引当金残高を勘定すると保全率は100.0％

　を超過することとなりますが、100.0％として表示しております。

＜部分直接償却を実施した場合＞

部分直接償却を実施した場合

要管理債権 危険債権
破産更生債権及び

これらに準ずる債権

※
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株式会社 京都銀行

４．開示基準別の分類・保全状況（平成２９年９月期） 【単体】
（ 単位：億円 ）

貸出金

Ⅰ分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 残高

(  0) (  16) 破綻先
27 21 5 － － 債  権

(  0) (  11)
43 20 23 － － 70 42 28 100.0%

 破綻懸念先 (  64) 危険債権
650 382 197 70 650 515 64 89.1%

小  計
720 424 225 70 721 557 93 90.2%

3か月以上

要管理先 延滞債権

4 4 0 4 4 0 100.0% 貸出条件
緩和債権

開示債権 計
725 562 93 90.2%

725 428 226 70 － 

正常債権
3,968 1,315 2,652 50,537

    
46,360 46,360

(  65) (  27) 合  計
51,054 48,105 2,878 70 － 51,262

注１．貸出金等与信関連債権：貸出金、支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金および未収利息等であります。

注２．破綻先、実質破綻先および破綻懸念先の自己査定における分類額

Ⅰ  分類額…引当金、優良担保（預金等）・優良保証（信用保証協会等）等でカバーされている債権

Ⅱ  分類額…不動産担保等一般担保・保証等でカバーされている債権

ⅢⅣ分類額…全額または必要額について償却引当を実施、引当済分はⅠ分類に計上

            破綻先および実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済

注３．自己査定結果（債務者区分別）における （  ）内は分類額に対する引当額です。

○償却・引当方針
債務者区分 償却・引当方針

 正常先

 債権額に対し、貸倒実績率により今後３年間の予想損失額を引当

 債権額に対し、貸倒実績率により今後３年間の予想損失額を引当

 また、一部の債権については、キャッシュ・フロー見積法により引当

 債権額のうち、担保・保証等により保全されていない部分（Ⅲ分類額）に対し、貸倒実績率により、

 破綻懸念先  今後３年間の予想損失額を引当

 また、一部の債権については、キャッシュ・フロー見積法により引当

 実質破綻先・破綻先  債権額のうち、担保・保証等により保全されていない部分（Ⅲ・Ⅳ分類額）全額を償却・引当

※当行の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、これを資本とみなして債務者区分を判定した場合で、当該ローンを資本とみなしても

　債務超過となるときは、当該ローンの回収可能見込額をゼロと算定し全額を引き当てております。また、資産超過となるときは、

　キャッシュ・フロー見積法により引き当てを行っております。

区    分

リスク管理債権

対象：貸出金等与信関連債権
     対象：要管理債権は貸出金のみ
     その他は貸出金等与信関連債権、
     銀行保証付私募債

対象：貸出金

区  分

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法の開示基準

与信残高 与信残高

小  計 720

要管理債権
（貸出金のみ）

 実質破綻先

担保等
による
保全額

引当額 保全率

44

0

延滞債権 675

小  計

 破 綻 先 破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

区    分 分      類

 要管理先

4

合  計 724

正 常 先

合  計

 債権額に対し、貸倒実績率により今後１年間の予想損失額を引当

 要注意先

要管理先以外
の要注意先

計

引当金残高

個別貸倒
 破綻先および実質破綻先 28

引当金
 破綻懸念先 64

一般貸倒
 うち要管理債権 0

引当金
 正常先および要注意先 95

合　　計 190
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株式会社 京都銀行

５．業種別貸出状況等
①業種別貸出金【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 　２８年９月末比

  国   内

（除く特別国際金融取引勘定） 5,079,826 92,846 336,226 4,986,979 4,743,600
製造業 860,200 936 51,730 859,264 808,470
農業、林業 2,781 116 198 2,665 2,582
漁業 76 △ 0 △ 5 76 81
鉱業、採石業、砂利採取業 16,199 5 82 16,194 16,117
建設業 130,838 △ 7,526 6,159 138,365 124,678
電気・ガス・熱供給・水道業 67,508 751 13,218 66,757 54,290
情報通信業 49,666 △ 1,579 △ 3,189 51,246 52,855
運輸業、郵便業 204,835 5,919 15,186 198,916 189,649
卸売、小売業 543,783 5,455 26,902 538,327 516,881
金融、保険業 198,487 9,670 24,042 188,816 174,445
不動産業、物品賃貸業 620,081 25,151 68,095 594,929 551,985
各種サービス業 379,673 7,275 7,676 372,397 371,996
地方公共団体 517,856 12,980 66,933 504,876 450,923
その他 1,487,835 33,691 59,194 1,454,144 1,428,641

②業種別リスク管理債権【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 　２８年９月末比

  国   内

（除く特別国際金融取引勘定） 72,454 △ 2,881 △ 8,609 75,335 81,064
製造業 14,740 △ 37 △ 1,534 14,778 16,275
農業、林業 313 △ 6 △ 12 319 325
漁業 41 △ 1 △ 2 42 43
鉱業、採石業、砂利採取業 103 81 79 22 24
建設業 7,508 △ 405 △ 450 7,914 7,959
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －
情報通信業 1,036 49 102 987 934
運輸業、郵便業 1,676 △ 300 △ 308 1,977 1,984
卸売、小売業 17,332 △ 815 △ 2,701 18,148 20,034
金融、保険業 119 △ 16 △ 20 136 140
不動産業、物品賃貸業 4,966 △ 408 △ 1,559 5,375 6,526
各種サービス業 9,107 △ 674 △ 1,657 9,782 10,764
地方公共団体 － － － － －
その他 15,506 △ 345 △ 542 15,851 16,049

③中小企業等貸出金【単体】 （百万円）
２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 　２８年９月末比

中小企業等貸出金残高 3,421,381 89,034 192,086 3,332,347 3,229,294
中小企業等貸出比率（％） 67.35 0.53 △ 0.72 66.82 68.07

④消費者ローン【単体】 （百万円）
２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 　２８年９月末比

消費者ローン残高 1,608,763 30,226 73,077 1,578,537 1,535,685
うち住宅ローン残高 1,581,912 28,333 69,588 1,553,579 1,512,323
うちその他ローン残高 26,850 1,892 3,489 24,958 23,361
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株式会社 京都銀行

６．国別貸出状況等

① 特定海外債権残高【単体】

該当ありません。

② アジア向け貸出金【単体】 （百万円）

２９年９月末 ２９年３月末 ２８年９月末

２９年３月末比 ２８年９月末比

中     国 112 0 11 112 101

（うちリスク管理債権） － － － － －

インドネシア 595 468 595 126 －

（うちリスク管理債権） － － － － －

合     計 707 469 606 238 101

（うちリスク管理債権） － － － － －

③ 中南米主要諸国向け貸出金【単体】

該当ありません。

④ ロシア向け貸出金【単体】

該当ありません。
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